
連携型データPFの今後の進め方

１）デジタル社会の実現に向けた重点計画

（出典：デジタル社会の実現に向けた重点計画＜概要＞、内閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室）

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が、令和３年６月に閣議決定されており、インフラ分野は、準公共分野の
一つとして「重点的に取組むべき分野」として位置づけられている。

２．徹底したUI・UXの改善と国民向けサービスの実現
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（出典： 「プラットフォームの在り方」、令和3年
5月26日、第７回データ戦略タスクフォース、内
閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室）

プラットフォーム検討の全体像



連携型データPFの今後の進め方

２）インフラデータプラットフォームの目指す方向性

（出典： 「プラットフォームの在り方」、令和3年5月26日、第７回データ戦略タスクフォース、内閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室）

インフラデータプラットフォームについては、内閣官房のデータ戦略タスクフォースの第7回会議資料 「プラットフォームの在
り方」 において、目指すべき方向性と効果、検討の主な論点、基本コンセプトが示されている。

インフラデータプラットフォームにおける課題
インフラ分野においては、現状各インフラ管理者のインフラデータについて個別のデータベースが構築されつつあり、連携も限定的であるため、国土強靭化や民間ビジネスの創出に向けた
インフラデータの活用のためのインフラプラットフォームの環境を整備する必要がある。

プラットフォーム検討の方向性
インフラ分野の分散型連携データプラットフォームを構築する。そのため、インフラデータの連携のためのAPI等を整備するとともに、データ取扱いルールを整備する。（データ交換の
ための標準化、品質の考え方等）また、モデル事業によるユースケースを検証する。さらに、インフラ分野における効率的なデータ検索に必要なメタデータを使ったデータカタログの
整備、共通語彙基盤の整備を行う。これらについては、内閣府が設置する「データ連携検討会」において、インフラ分野において先行的に構築が進められている「国土交通データ
プラットフォーム」における取組みをインフラ分野全体に展開するべく検討を進める。

想定効果
インフラに係る多様なデータが連携可能となることから、①広範囲のデータの検索・抽出・比較、②分析精度の向上、③効果的な施策の推進やイノベーションの促進等、が期待される。
→インフラの老朽化や、頻発化・激甚化する自然災害などに対する、リスクの分析・検討の多様化等により、更なる国民・社会の安全・安心の確保に寄与。

論点１：ルール・ツールの整備

・データルールの具体化、分野特有ツールの明確化・整備を行い、インフラ
データ連携ガイドライン(案)を作成。

論点２：モデル事業によるユースケース検証

・APIを用いたデータ連携を実際に行い、ユースケースを自ら創出し、検証。
・インフラデータ連携ガイドライン(案)にフィードバック。
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論点１ 論点２

「環境」としてのプラットフォームであり、
システム上は、あくまで分野間データ連携の一部

分散型連携インフラデータプラットフォーム
＝インフラ分野におけるプラットフォーム群

インフラ分野に関わる国民、行政機関、産
業界の視点によるニーズ分析を行い、これら
を基としてユースケース検証を行う。

分散型連携インフラプラットフォーム基本コンセプト（案）
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